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この四月まで市ケ谷台論壇に拙稿「失敗だらけの役人人生」を連載させていただき

ました。全 20話を通じて自分が役人生活を通じて身につけた技や仕事のやり方、特

に運用部門や官房での経験については語り尽くした感はあるのですが、他方で政策

部門での業務実感を伝えきれていないのではないかという感触が残りました。この点

については、何人かの読者の方々からも同様のご指摘を頂戴したところです。

このため、今般改めて政策部門で勤務していた時期に何を考えながら仕事をして

いたのかを追補の形で書き足そうと考えました。特に、東西冷戦の終結や 911同時多

発テロなど歴史の節 日とも言えるような大きな出来事については比較的鮮明な印象が

残っていますので、それらを中心としてまとめたいと思います。

今回は自分の失敗というよりは仕事の感想、雑感のようなものを綴ることになるので、

教訓としてお伝え出来るような明確なものはありませんが、冷戦末期からポスト冷戦期

における防衛政策の現場の雰囲気だけでも伝えられれば幸いです。

冷戦終結がもたらしたもの (上 )・ 自̈衛隊の海外派遣

「最初」で「最後」の 8年間

私は 1958年 (昭和 33年 )の生まれなので、物心ついてからずつと東西冷戦構造

の下で育つてきました。学校で使う世界地図の北半球には巨大な赤いソビエト連邦が

鎮座していたし、ヨーロッパには東西二つのドイツが載つていました。それが当然だと

思つていたし、そうした構造が変わるなどということは想像もしませんでしたが、1989年

(平成元年)にベルリンの壁が崩壊し、第二次大戦後 44年間続いた東西冷戦は確か

に終わりを告げました。

私が役所へ入る二年前の 1979年 (日召和 54年)12月 、ソ連は突如アフガニスタン

に侵攻しました。現地の親ソ政権を反政府勢力の攻勢から守るための武力介入で、こ

れを機に東西の緊張緩和 (デタント)は終わりを告げ、厳しい対立基調へと変化しまし

た。その後、ソ連はアフガンの泥沼にはまる一方、米国のレーガン政権は 1983年 (昭

和 58年 )に高度な技術力に基づく戦略防衛構想(SDI)を発表してソ連に圧力をかけ、

米ソ対立は「新冷戦」と呼ばれるほど先鋭化しました。東西の軍拡競争がソ連経済を

圧迫する中、1985年 (昭和 60年 )にゴルバチョフ書記長が就任し、ペレストロイカ(改

革)、 グラスノスチ (情報公開)などと呼ばれる民主化に向けた一連の動きが開始され、

これが最終的にベルリンの壁の崩壊につながりました。冷戦の終結は、ソ連のアフガン

侵攻開始からわずか 10年後、私が 1981年 (昭和 56年 )に防衛庁に入庁して 8年し

か経っていない時期の出来事でした。私の役人人生の「最初の 8年間」が、東西冷戦

の「最後の 8年間Jだつた訳です。



原点は 56中 業

1981年 (昭和 56年 )の 入庁と同時に防衛局計画官室に配属され、防衛力整備 5ヵ

年計画である中期業務見積もり(56中 業)の策定作業に参加したことは以前に触れま

した。この 56中業が日指していたのは、その 5年前に策定された方衛計画の大綱 (51

大綱)が示す防衛力の目標水準を達成することでした。

入庁したての一年生の仕事は先輩部員が作る資料の清書 (ま だ手書きでした !)

やコピー取りが主でしたが、防衛庁の初任研修で受けた 51大綱に関する講義の印象

が鮮烈で興味をひかれたことt)あ り、ちょっとした空き時間を見つけては 51大綱につ

いて勉強していました。当時はネットで手際よく調べたりすることは出来なかつたので、

51大綱を体系的に説明した昭和 52年版防衛 白書や策定に携わった先輩が雑誌「国

防Jに寄稿した論文などを探して読み漁った記憶があります。

51大綱の詳細は次回に触れますが、大国間の均衡関係が周辺諸国の軍事的意図

に影響を与えているというメカニズムに着目して、周辺諸国との軍拡競争を避けながら

容易に現状変更を許さないような防衛力の構築を日指すこととし、そのために必要な

構想や能力、組織・体制などを包括的に示したものでした。51大綱とその基礎になっ

た基盤的防衛力構想の論理は、入庁したての型、の目には非の打ちどころのない精緻

なく)の と映りました。その頃、東西対立が再び厳しさを増していたことから、防衛庁内外

には 51大綱の見直しと防衛費の大幅増額を主張する声もありました。しかし私自身は、

防衛費をアプリオリに GN Pl%以 下に抑えようとする考え方には疑間を感じていたもの

の、米ソ中三国間の牽制と均衡という基本的な関係に変化がない以 L、 51大綱を修

正する理由はないと考えていました。

一年生の秋頃から 56中業の策定作業が本格化すると、基盤的防衛力構想や 51

大綱の議論から離れて、ひたすらミクロの議論に集中することになりました。陸 自担当

部員の補佐だつた私は、陸幕から提案された7‐
lたな師団編制の細部を詰める作業に

没頭しました。師団を構成する約 1万人の要員一人一人の必要性や、拳銃・ノJヽ銃から

火砲や戦車に至るまでの装備品の所要数などを確認するため陸幕防衛部に入り浸り

ました。仕事が忙しくなると役所で夜を明かしたり、独身寮の同期生の部屋に泊めても

らつたりすることが多くなり、作業が佳境に差し掛かった頃には「お前、昨夜「経費が収

まらないJとかうなされてたぞ」などと同期生にからかわれたりしていました。

計画策定作業は翌年度にずれ込み、3月 に予定していた結婚式は辛うじて挙げた

ものの新婚旅行はお預けとなりました。最終的に 56中業は 1982年 (昭和 57年 )7月

に完成し、8月 にようやく家内とともに北海道へ旅することが出来ましたが、初めて経験

した 1年半にわたる計画策定作業は戦略的な発想とは無縁の世界で、人員や装備品

の必要性について各幕や大蔵省と調整することだけを考えているうちに終わりました。

最初に携わつた仕事は強く印象に残り、多かれ少なかれ職業人としてのその後の



人生に影響を与えます。私の場合も、「クレムリン」の異名をとつた厳しい職場で修羅場

に放り込まれ板挟みの苦労などを味わった経験は、その後の役人人生の原′点になりま

した。ただ、そこで学んだのは、人員や装備品の積み上げの理屈といつた「防衛力整

備の技法Jが主でした。

内向きの姿勢の中で迎えた冷戦終結

56中 業の作業が終わった直後の秋に官房へ異動して国会関係の連絡調整業務に

携わり、翌年春から入庁三年 目の研修に入りました。研修さ中の 1983年 (昭和 58年 )

9月 1日 、泊まり込んでいた部隊でアンカレジからソウルヘ向かっていた大韓航空機

が北海道北方沖で行方不明になったという事件を知りました。当初様々な情報が伝え

られましたが、自衛隊の情報部隊により収集されたソ連似1の交信記録が国連の場で公

表され、ソ連軍機が撃墜したことが明らかになりました。日本政府は米国がこの情報を

公表することに同意し、民間機を撃墜するという蛮行を国連で非難されたソ連は国際

社会で孤立を深めることとなりました。「戦後政治の総決算」を掲げていた当時の内閣

は、武器輸出三原貝1の例外として対米武器技術供与に踏み切るとともに、シーレーン

防衛構想や洋上防空の検討を推進するなど日米同盟強化路線を鮮明にしていました。

また防衛力整備面でtぅ 、防衛庁限りの見積もりだつた中業を中期防衛力整備計画 (中

期防)と して政府計画に格上げするとともに、防衛費の GNPl%枠を撤廃しました。

そんな中、私は入庁四年 目から二年間ほど文書法令事務を担当し、自衛隊に関す

る憲法や関連法令に関する過去からの解釈などを詳しく勉強することとなりました。憲

法問題の中には、自衛隊の海外派遣の可否という論点がありました。この点について

は極めて厳しい解釈がなされており、武力行使の目的を1)つ て武装した部隊を他国ヘ

派遣することは許されず、武力行使の目的を持たない場合でも派遣には法律上の根

拠規定がZ、要とされていました。この解釈に関しては、旧軍に対する反省に立って自

衛隊の活動に歯止めをかけるという観′はから、国会で野党から繰り返し確認を求めら

れてきました。同様の論点は集団的自衛権の行使を始めとして他にもたくさんありまし

た。私が法令担当だった頃にも何度もその種の質問があり、何の疑いもなく過去から

積み上げられてきた抑制的な答弁を書いていたため、自ずと法的安定性を重視した

謙抑的な解釈の姿勢を身につけることとなりました。

1986年 (昭和 61年 )には部員となつて防衛局運用課に異動し、以前に紹介した「難

しい課長Jの 下で統合運用強化や新中央指揮システムの検討を担当しました。ここで

は、実力組織の自衛隊が活動するためには総理の意思決定がZ、要不可欠であること

に気づかされましたが、同時に統合運用強化の検討を通じて各 自衛隊の縄張り意識

の強さにも驚かされました。二年後の 1988年 (昭和 63年 )に防衛局調査第一課へ異

動し、情報本部を設立するため各自衛隊の情報組織を統合するという構想を担当した

際には、各 自衛隊からさらに激しい抵抗を受けました。ベルリンの壁の崩壊は、そんな



各 自衛隊との厳しい調整に明け暮れている中で迎えることとなりました。情報を扱う部

署なのでソ連や東欧諸国で民主化の動きが加速しているとの情報を耳にする機会も

多かったのですが、私には最後まで冷戦構造の消滅が信じられず、まして冷戦の後に

出現する世界の姿など想像することも出来ずに半ば呆然としていました。

この頃、当時の事務次官が「これからは日米安保体制だけでいいのか、中国と同盟

する選択肢はないのかも考えなければならないJと言つたとか言わないとかというIIIが

庁内に流れました。仮に本当にそうおつしゃったのだとしても中国云々が本気だつた

わけではなく、そのくらい柔軟に色々なことを考えよ、という趣 旨だったのだろうと思い

ますが、私は到底そんな柔軟性は持ち合わせていませんでした。8年 目の役人と言え

ば防衛庁では若手の部員で、その頃までには役所の仕事の基本的な考え方を一通り

身につけることとなります。しかし、当時の私は「陸自師団の特科 (砲兵)部隊に配属さ

れている権弾砲は何門か。それは何故か」とか「自衛隊は憲法上何が出来ないのか J

あるいは「陸自部隊の駐屯地と分屯地の違いは何か」とかについてはスラスラ答えるこ

とが出来ましたが、戦略的な課題については全く考えたことがありませんでした。

これはもちろん私自身のセンスの問題ではありましたが、防衛庁の実務がなべて内

向きだつたことも一因だつたように感じます。運用課に勤務していた頃、出向先の外務

省から帰つて来た先輩が「外務省は有事官庁だからなあ。それに比べて防衛庁は一」

とばやくのを聞いたことがありました。外務省は、常に変化を続ける国際情勢にリアル

タイムで対応しなければなりません。また、経済官庁も日々動いている経済を相手に

仕事をしています。これに対し当時の防衛庁の仕事は、予算の獲得や 自衛隊の行動

などに対するネガティブチェック、あるいは国会で問題とならないような無難な答弁作り

などが中心で、ダイナミズムに欠けるところがありました。このため、陰では政策や戦略

に弱い「自衛隊管理庁」などと椰楡されていました。冷戦構造が維持されていて自衛

隊の対応が求められるような場面がほとんどなかつた時期にはそうした仕事ぶりでも良

かったのですが、ベルリンの壁が崩れた後はそれでは済まなくなつて行きました。

クウェート侵攻、湾岸戦争、そして「働く自衛隊」ヘ

1990年 (平成 2年)8月 、冷戦が終結し平和が到来するとの期待が世界中に浴れ

ていたところに早速冷や水を浴びせるような事案が発生しました。サダムフセイン率い

るイラクが、突如クウェートに侵攻したのです。これに対して米国は湾岸地域に軍を派

遣するとともに、同盟国に資金拠出と共同行動を求め、多くの国が呼びかけに応じて

軍隊を派遣し、多国籍軍を構成してイラクヘ圧力をかけました。国連も、累次の安保理

決議に基づきイラクに対してクウェートから撤退するよう要求し、さらに経済制裁を課し

ました。我が国政府も多国籍軍に参加して人的支援を行うよう米国から強く求められま

した。まさにこの時自衛隊は、抑止力として存在するだけでなく、国際平和に貢献する

ため実際に行動することを求められたのです。



しかし、もちろん当時は自衛隊が多国籍軍を支援するための根拠法は存在しませ

んでした。さらに、当時の自民党政権は、「マドンナ旋風Jが吹き荒れた 1989年 (平成

元年)の参院選で,昼 半数を失って以来衆参ねじれ現象に悩まされ極めて不安定な政

権運営を強いられており、1要のすわった対応をしづらい状況にありました。このため政

府は当初、資金援助のみで米国の要望をかわそうとしましたがうまく行かず、最終的に

多国籍軍への後方支援のために自衛隊を派遣することとし′、その根拠となる「国連平

和協力法案Jを同年 10月 に国会へ提出しました。しかし国会では、自衛隊が行う後方

支援の活動は多国籍軍が行う武力行使と一体のものだから違憲だという反対論が提

起され、審議は紛糾しました。それまで防衛庁は自衛隊を海外に派遣する必要性を感

じたこと1)な ければそのための法律を作るなどという大それたことを考えたこともなく、国

会対応は混乱しました。米国の強い要請と国内世論の厳しい反対との間で板挟みとな

り、重圧に耐えかねて体調を崩す幹部も出ました。法案は結局廃案となりました。

翌 1991年 (平成 3年 )1月 には国連安保理の武力行使容認決議に基づき多国籍

軍による湾岸戦争が開始されましたが、法律の整備に失敗した我が国は自衛隊による

人的貢献を行うことは出来ませんでした。数次にわたる多国籍軍への資金拠出の総

額は 130億ドルに上っていましたが、血1)汗も流していないとして国際社会からは全く

評価されませんでした。こうした経緯を踏まえ、戦争終了直後の同年 4月 にベルシャ

湾に残された機雷を処理するため海 自の掃海艦艇を派遣することとなりました。これは

自衛隊創設以来初めてとなる本格的な海外派遣でした。

廃案になった国連平和協力法案は、考え方を整理し直して翌 1992年 (平成 4年 )

に「国際平和協力法案Jとして国会へ提出され、野党の牛歩戦術による抵抗に遭いな

がらも可決され成立しました。直後の9月 に自衛隊は国連 PKO協力第 一弾としてカン

ボジアヘ派遣されました。

この頃私は、相変わらず調査第 1課で情報本部の設立プロジェクトの調整に忙殺さ

れながら湾岸対応で庁内が騒然とするのを横 日で見ていました。自衛隊の海外派遣

に直接携わる立場ではありませんでしたが、政府内の混乱した様子が否応なく耳に入

ってきて、総理官邸幹部から「紛らわしいから防衛庁の幹剖
`は

官邸に来るなJと言い渡

されたとか、ベルシャ湾に派遣する海 自掃海艇を軍艦らしくない色に塗りなおす案が

本気で検討されたとかという話を聞くたびにため息が田ました。さらに、法案の検討が

進む過程で出てきたいわゆる「男l組織論」には強い違和感を覚えました。これは、自衛

隊を多国籍軍や国連 PKOに派遣すると憲法上疑義を生じるので、これを避けるため

隊員の身分を一般職公務員に変えたり併任させたりするという考え方でした。海外で

日本国として行う行為を自衛隊員がやると違憲なのに、同じことを一般職公務員がや

ると合憲になるという考え方が、私には全く理解できませんでした。

ともあれ、イラクのクウェート侵攻から湾岸戦争、掃海艇派遣、そしてカンボジア

PKO派遣までの一連のプロセスを通じて、防衛庁内でも「国際情勢に対応して自衛隊



が活動しなければならないJという意識が強まりました。私 自身も例外ではありませんで

した。これにより、防衛庁が防衛力整備至上主義とでも言うような仕事ぶりから脱却し、

自衛隊の運用やそれを支える情報活動も強化されて行きました。こうして「存在する自

衛隊から働く自衛隊へ Jという変化が加速して行ったのですが、これは決してスムーズ

な変化ではありませんでした。庁内には「自衛隊の本分は有事への対応だ」として

PKOなどの活動に消極的な声も根強く、な自身もそうした議論を吹っ掛けられ′ることが

ありました。そんな時には決まって「本分も大事か1)知 れませんが、(時代に合わせて)

日銭を稼ぐことも大事です Jと答えていました。

この時期はまだ冷戦後の国際的な安全保障構造の見極めは出来ておらず、自衛

隊が進むべき方向性も明確になっていなかったものの、私は漠然と「国際平和のため

に能動的に寄与り
~る

こと」が一つのポイントなのではないかと考えるようになっていまし

た。この問題意識はボスト51大綱の検討などへとつながって行くのですが、それにつ

いては次回以降詳しく触れたいと思います。

(続く)


